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2１．効率化係数の適用

• 総原価の低減に寄与している点を踏まえ、「効率化係数の設定」および「当該係数を乗じる
対象」から、再稼働織込みによる固定費増加影響分を控除する。

■適用方法（当社案）

■当社の考え

• 4/11第41回料金制度専門会合において、事業者間の横比較、およびそれらを踏まえて
設定した効率化係数による査定方針が示されました。当社としても、より一層厳しい効率化が
求められていることについては十分認識しております。

• 一方で、これまでご説明してきた通り、今回の申請にあたり、安全審査の進捗状況を踏まえると、
具体的な再稼働時期を見通せる状況にないものの、最大限の原価低減（効率化）を図る
観点から、志賀原子力２号機の再稼働を織り込んでおります。

• 当初申請原価において、再稼働を織り込むことで固定費が安全対策工事費等の影響により
68億円増加する一方、燃料費等の可変費を▲200億円低減できることから、全体として
▲131億円の原価低減となっております。
※1/27 第33回料金制度専門会合において説明済（P5:参考①）

• 当社の場合、分類③には原価全体の低減に資する原子力再稼働に必要な固定費を含んで
おり、その低減効果を評価することなく、一律に効率化係数を適用することは、原価低減意欲
を削ぐものであり合理的ではないと考えます。
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3２．効率化係数を乗じる対象費目（修繕費への適用要否）

■監視委事務局の整理

• 4/11料金制度専門会合における監視委事務局の整理は、修繕費についても効率化係数を
乗じる対象費目となっております。（P6:参考②）

• 以下の点から、修繕費は効率化係数の適用対象外に整理するのが妥当と考えます。

• 修繕費は、電力の安定供給確保の観点から欠くことのできない費用であり、また、今般、大幅
な値上げをお願いするにあたり、既に効率化努力を織り込んでいる中※で、更に、その他の費目と
合算の上で設定された一律の効率化係数を乗じ、かつ今回のように厳しい低減率となる
場合、更なる効率化努力を行ってもなお、必要な修繕費を賄えなくなることを危惧いたします。
※今回申請にあたっては、修繕費・設備投資・その他経費の未契約分に対し、更なる効率化として、上流購買の取組み

による調達低減▲６％、▲54億円を、既に織り込んでおります。

■当社の考え

✓修繕費は、設備容量によって必要水準額が左右される傾向があることから、審査要領には、
帳簿原価と５か年の実績に基づく修繕費率によるメルクマール査定が規定されており、
人件費同様、事務局整理フロー図では、「査定方法が個別に定められている」費目に
該当。 （P7:参考③）

✓すなわち、修繕費については、すでに審査要領に基づく自社過去実績との比較査定を
行っており、このフロー図に従えば、効率化係数の適用対象外とするのが妥当。
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4３．新ルール（効率化係数の適用）に対する懸念点

・脱炭素化推進と燃料コスト低減

・原子力投資
・再エネ投資
・高効率化を目的とした火力リプレイス

・カーボンニュートラルおよび電力受給ひっ迫への対応として、特に
原子力や再エネ等の脱炭素電源への投資増加が必要な中、
原子力再稼働や再エネ導入による燃料費の低減、ひいては
原価 全体の低減を評価せずに、固定費の増加にのみ着目して
査定されるということになれば、事業者の電源投資に対する
ディスインセンティブとなるのではないか

• 新ルールが制度化・適用されることについての懸念点は以下の通りです。

・電源固定費の回収不足

・足元の物価が上昇する中、現行ルールによる料金審査という
大前提で原価に対するエスカレが認められない一方で、
新たなルールとして1.4％/年の効率化が求められることは、
実際の電源固定費と原価織込固定費の間に乖離が生じ、
固定費回収不足が発生する可能性の高まりにより、やはり、
事業者の電源投資に対するディスインセンティブとなるのではないか

• 電力需給ひっ迫やカーボンニュートラルへの取り組み促進のために、脱炭素電源オークション
などの新たな電源投資促進制度が検討されている中で、適切な電源固定費を回収できる
料金審査ルールの形成という観点で慎重な検討をお願いいたします。
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5【参考①】志賀２号再稼働織込みによる原価低減
第33回 料金制度専門会合

資料8-2を編集

「効率化係数の設定」
および

「効率化係数を乗じる対象」
から控除
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6【参考②】効率化係数の適用費目（修繕費）
第41回 料金制度専門会合

資料5-1を編集

修繕費は、効率化係数を
乗じる対象に整理
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7【参考③】各費目の分類と査定フローとの関係
第41回 料金制度専門会合

資料5-1を編集

修繕費は、人件費同様、料金審査
要領に基づく過去実績によるメルク
マール査定が規定されております。

⇒効率化係数の適用対象外と
するのが妥当

修繕費も該当
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8【参考④】みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金審査要領

第２章 「原価等の算定」に関する審査
第２節 営業費
３．修繕費については、事業者各社一律に設定するのではなく、申請事業者ごとに、過去実績

を基にした基準（帳簿原価に占める修繕費の割合である修繕費率等）等をメルクマール
として設定する。その際、修繕費率の算定期間は一定の長期間とすることとし、直近５年間
を基本とする。査定時においては、効率化努力と併せて、今後想定される投資の増加に対
する申請事業者の取組を個別に考慮する。なお、災害復旧修繕費については、直近１０
年間から年間の災害復旧修繕費が最大の年及び最小の年を除いた８年間の実績平均値
と比較しつつ査定を行う。その際、１件１億円未満の災害復旧修繕費については、原価へ
の算入を認めない。
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9【参考⑤】建設資材物価指数の動向

出典：一般財団法人 建設物価調査会HP


